
８第６号陳情  公立中学校における平和教育及び校外学習の政治的中立性と安全確保を

求める陳情 

 

 受 理 年 月 日  令和８年５月２１日 
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 付託する委員会  厚生文教委員会 

 

 陳情趣旨 

   １ 公立中学校における平和教育の政治的中立性に関する基本方針を確認すること。 

   ２ 保護者への説明責任と修学旅行・校外学習の安全管理を徹底すること。 

   ３ 過去の修学旅行・平和学習等の記録を確認すること。 

   ４ ３に基づき懸念が残る事例については、必要な実態把握を行うこと。 

 

 陳情理由 

   中学生は、社会の仕組みや歴史、政治、国際関係について本格的に学び始める時期

であり、将来の主権者として社会の課題を主体的に考え判断する力を育むことが求め

られます。中学校における平和教育及び修学旅行・校外学習は、その重要な役割を果

たしています。 

   平和教育の学習内容が特定の見解に偏った場合、生徒の歴史認識や社会認識に影響

を与えるおそれがあります。いわゆる「偏向教育」との疑念を招くことのないよう、

特に平和教育においては結論ありきの指導を避け、事実を基にした政治的中立性と、

生徒が発達段階に応じて多面的・多角的に考え、主体的に判断できる学びを確保する

ことが重要です。 

   教育基本法第１４条は、政治的教養を尊重する一方で、学校が特定の政党を支持し、

または反対するための政治教育その他政治的活動を行うことを禁じています。 

   本陳情を通し、中学校における平和教育の政治的中立性や修学旅行・校外学習の安

全管理について点検を求める背景には、令和８年３月１６日、沖縄県名護市辺野古沖

において、修学旅行中の高校生らが乗船した船舶が転覆し、生徒１名と船長１名が死



亡し、１４名が負傷した痛ましい事故があります。 

   亡くなられた武石知華さんの御遺族は、事故当日の経過について、インターネット

上で公表されています。保護者にとって、修学旅行や校外学習は、学校を信頼して大

切な子供を預ける教育活動であり、その信頼に応えるためにも、十分な安全確認と説

明責任が求められます。 

   さらに御遺族は、沖縄や辺野古は、平和、戦争、命、歴史、基地、国防、日米関係

などを考えることができる場所である一方、偏った情報を一方的に与えるのであれば、

それは平和教育とは言えない趣旨の思いもつづられています。これは、生徒が多様な

情報に触れ、多面的に考える教育であってほしいという保護者の願いと受け止めるべ

きです。 

   文部科学省は、令和８年４月７日付で「学校における校外活動の安全確保の徹底等

について（通知）」を発出し、校外活動の安全性や実施内容の確認、児童生徒・保護者

への十分な説明、学校主体の安全確保、船舶利用時の許認可事業者の選定等を求めて

います。また、大阪府教育庁は、同事故を受け、過去３年間の国内修学旅行・宿泊研

修について、安全性、実施内容、事故で船舶を運航していた市民団体との関わり、教

育活動における中立性等の調査を実施しました。 

   なお、辺野古移設反対活動を物心両面で支える「辺野古基金」の賛同団体として、

名称上確認できる教職員組合系団体が、各都道府県合わせて３００団体以上確認でき

ます。東京都においては、賛同団体１０９団体のうち１００団体、すなわち９１．７％

が教職員・学校職員組合系団体です。 

   教職員系団体、及び中学校・高校の教員本人が、辺野古移設反対活動への「寄附」

を呼びかけている実態はないのでしょうか。また、こうした反対活動を支援する教員

が、教室内や校外学習において、生徒たちの「平和学習」を指導している可能性はな

いのでしょうか。教壇に立つ教職員や教育現場に関係する団体が、特定の政治的運動

に賛同している事実は、平和学習や校外学習における政治的中立性への配慮を、改め

て確認する必要性を示すものです。 

   以上、貴自治体において、公立中学校における平和教育及び修学旅行・校外学習の

政治的中立性、適正性、安全性を確保するため、上記のとおり陳情いたします。 

 


